※厳重取扱注意
司会　続きまして、質疑に入りたいと思います。ご質問があるかたは、担当者が参りますので、挙手をお願いいたします。なお、ご発言の前には、都道府県、市のお名前、それから所属の課室名をお願いいたします。それでは、どうぞ。

A県　すみません、A県市町村課の○○と申します。お世話になります。３点、ご質問させていただければと思います。

　まず１点目は、このたびの要請に関する内容の説明というのは、この説明会でひととおり終わってといいますか、今後は各団体での検討の段階に入るという、そのような認識でよろしいのでしょうか。

　２点目は、期末勤勉の関係なのですけれども、仮にラスが100である場合という説明が先ほどあったと思うのですが、国の場合は、カット前に給料を戻したうえで期末勤勉を算定して、9.77下げているかと思うのですけれども、地方のほうも、国がカット前に戻るということを踏まえた上での、いったん戻って、そこから9.77マイナスするという、そのような考え方でいいのかどうか、確認をさせてください。

　それから、３点目なのですが、これは市町村から聞かれた場合の想定を教えていただきたいのですけれども、今回要請を受けて、この要請のとおりに給与カットしなかった場合、何か国から不利益な扱いといいますか、そのようなことはないという認識でよろしいでしょうか。すみません、３点よろしくお願いいたします。

総務省　３点ご質問をいただきましたので、席からで恐縮ですけれども、ここでご説明いたします。

　まず、１点目の、今日説明会を行いまして、これ以上何か、要するに、説明会などがあるのかというような趣旨のことだろうというように思います。基本的に、今、私どもが予定しておりますのは、説明会としては、今回の説明で、また近々何かをすることはございません。

　ただ、今日これからご質問をいただきますけれども、また取り組んでいるうちに質問事項や分からない点等が出てこようかと思います。今日できるだけ、時間がある限りご質問にはお答えさせていただきますが、今日お答えさせていただいた点、あるいは、そのお答えが少し十分でなかった点、それから、新たに生じた点を含めて、皆様がたに情報提供をしたり、それから、統一フォーマットを出しまして、ご質問をできるだけ賜ると、そのような対応をとって、随時、情報提供と質疑を受け付けたいというように考えているところでございます。それが１点めでございます。

　それから２点めでございますけれども、期末勤勉手当の考え方でございますけれども、国は、ご案内のとおり、減額前のものに掛け合わせて１回算定したものから9.77落とすという考え方をとっているということでございます。ストレートに俸給連動していない。これは特別給であり、月例給でないという考え方のもとに、給与の性質が違うという形で、そのような形をとられているというように受け止めてございますけれども、基本的に、地方の取り組みというのは、国の取り組みと同等の減額ができているかどうかということがポイントになりますので、当該団体の期末勤勉手当の算定基礎となっている給料ですね、これは何度も繰り返しますが、現在見えているラスのものではなくて、それは、カット後、どんどん当然入ってくるものがあるわけですから、当該団体で何を算定数としていくかというところを見て、それと比較した場合に、国並みの減額がなされているというように評価できるところまで取り組みが必要であると、そのような考え方でお願いしたいというように思います。

　それから、不利益はないかという点でございます。私どもは今回、要請をいたしているところでございまして、政府としては、今般の減災・防災対策・対応、あるいは地域活性化に対する取り組み、それから、消費税の引き上げを控えていて、政府一丸となってやっていかなければいけない、このようなものを踏まえまして要請をしているところでございますので、ぜひ、それは対応をお願いしたい。

　私どもとしては、これを十分説明していきたいというように考えているところでございますので、現在答えられることはそこまでということでございます。ただ、何度も申し上げますけれども、政府としては、これは、やってもやらなくてもよいという姿勢でお願いしているわけではないということについては、ご理解をお願いしたいというように思います。

B県　Bの人事課の○○です。教職員のカット率のことで質問させていただきたいと思います。

　本県の場合、職員の６割が小中高の先生でして、教職２と教職３の給与表についてはカット率が分からない状況でございます。ここのカット率をいくつにするかによって、大分減額の幅が変わってきまして、非常に重要なところでございます。今後、国のほうから何らかのカット率の基準は示されるのかということが１点目の質問でございます。

　もう１点の質問が、国立大学の付属高校や中学校はカットをしているようなのですけれども、このような国立大学等について、何らかのカット率の基準というのは示されたのかどうかについて、２点めとしてお聞きしたいと思います。よろしくお願いします。

総務省　２点のご質問でございます。国立大学の状況につきまして、私どもも確認をしてご回答をさせていただきたいというように思います。現時点で、私どもは、今日説明したとおりでございまして、一般職、ラス比較の対象となっております行政職の給与減額措置、当該団体において必要な給与減額措置の算定をしたうえで、その均衡を取って、対応をお願いをしたいということを求めております。国のほうで何らかの、こうあるべきだということで、教職員について何か示すという予定を現時点で持っているわけではございません。

C県　C県の市町村課でございます。１点確認させていただきたいと思います。ラス100未満の団体につきましては、先ほどのパターン１でお示ししていただいたというようなところでございますが、しかしながら、今回の要請文書というのは、全団体にお示しになられていらっしゃるところでございます。県内にはラスが100未満団体もあるわけですが、そこで確認させていただきたいのですが、総務省さんのお考えとしては、少なくとも、一般職につきまして、ラス100未満の団体に対し、今回の要請を受けたような給与削減を行う必要はないというようにお考えでいらっしゃるというようなことでよろしいかということを、確認させていただきます。お願いいたします。

総務省　ラス100未満ということ、私どもは、要請文書それ自体は、これは全団体に要請しているというところでございます。ただ、先ほどの説明でも触れましたけれども、給料水準が十分に低いという団体については、すでに国以上の給料抑制措置がなされているものと見なしうるであろうという形で、新たな取り組みが必要だということにはならないのではないか、そのような認識のもとに整理をさせていただいているというところでございます。

　ただ、これは、給料についての話でございますので、当然、手当分というのはございますので、これは、繰り返しになりますけれども、その部分を含めて、給料が十分低い団体というのは当然、今の支給の状況から、直ちにカット、給料減額措置が何もないという団体が出てくる可能性はございますけれども、その水準というのはそれぞれの団体によって変わってくるだろうというように思っております。

D県　D県の人事課でございます。１点、確認と、１点ご質問をさせてください。

　先ほど、給与削減のお話のほうでは、パターン１、２、３で示されたポンチ絵にありますとおり、団体によっては、7.8％のカットではなくて、それより縮小された場合、あるいはパターン１のように、給料月額については、対応は必要ないという場合のお話もあったのですが、一方、交付税の削減の影響のほうなのですが、先ほどのご説明の中に、単位費用に国並みのカットを反映させて、単位費用を減じるというようなお話があったと思うのですが、給与カットは、個別の団体の事情に応じて、その率は変わってこようかと思うのですが、交付税の削減については、個別団体等というわけではなく、一律全体的に影響を受けてくるのか、というのが１点です。

　それからもう１点、細かい話で恐縮ですが、今回の給与削減の要請に伴って、各団体に、いわゆる条例案というのでしょうか、市町村や県が参考にできるような条例案をお示しになるご予定はあるのでしょうか。

　以上、２点をお願いいたします。

総務省　１点目でありますけれども、交付税につきましては、標準的な財政需要を算入するという考え方について、地財計画の中に、国として要請した７月からの給与削減というものを織り込んでいくということ、そして、それに基づいて、交付税で標準的な経費を算定しますので、これは、各団体の取り組みいかんにかかわらず、一律に下がります。ただ、一方で、先ほどご説明した、地域の元気づくり事業推進費のほうで、これまでの人件費削減努力に応じて、それは加算が異なるということになるということでございます。

総務省　２点目の条例案ですけれども、これは各団体の給与の状況で、それぞれ、何か国のほうで統一的な条例案を示すということにはなじまないと思います。といいますのは、各団体のカット率が異なると思います。ただ、国の給与減額特例法の条文というのは、手当に対する跳ね返りなどの取扱いが参考になる部分があると思いますので、これらにつきましては、今日の会議の資料も同様でございますけれども、総務省のホームページに掲載され、あるいは、電子媒体でも提供するということは考えております。

E県　E県の人事課でございます。私どもは、すでに年収ベースで５％のカットということをしております。隙間が少しということで、このことを踏まえまして、２点ご質問させていただきます。

　まず１点目は、先ほど来の質問ですね、国と同等の対応を基本といたしますけれども、各団体の今までの独自カットの取り組みを踏まえた対応ということでおっしゃられております。ということは、どのようにやっていくかということにつきましては、各団体のほうに任せている。例えば、時期等も、７月からではなくて、総額が確保できれば、各団体のほうで対応してもいいのかどうか、そのあたりを１点、お伺いします。

　二つめは、資料２のところの一番下に、取組状況の調査というご説明がございました。ここにおきまして、各団体の取り組みを、総務省公務員部のほうはどのように確認されようとされているのかということについて伺いたいと。例えば、このラスだけの対応ということになりましたら、非常に給与しか反映できないという面がございます。また、給与実態調査というのはあくまでも給与の水準だけでございまして、人件費がどうなっているかを把握するものではないかと思います。どのように調査をされるのか、その点伺わせていただきたいと思います。

総務省　まず国と同等の対応ということについての話でございましたけれども、私どもといたしましては、今日ご説明いたしました、国の給与減措置の内容をご説明いたしますので、それと同等の対応というものを各自治体にお願いしたいということでございますけれども、これは額の問題ではなくて、あくまでも給与水準の問題だというように考えております。額が確保できたらいいのかということではなくて、あくまでも、今まで、例えば、５％カットしています、何パーセントカットしています、過去の水準のことを言っているのではなく、また、額のことを言っているものでもないので。現に、ラスパイレス指数が参考値より上回っている、その上回っている部分を100という水準になるまで下げていただく、その取り組みが必要です。それを、遅くとも７月までにやっていただきたいというのがお願いでございます。遅れたから、その額について対応するということを、私どもは、何といいますか、許容しているわけではございません。あくまでも、遅くとも７月までにやっていただきたいということで考えているところで、これを要請いたしているところは、そのような趣旨でございます。

　それから、資料２の調査のことについてもお尋ねでございます。取組状況、進捗状況の調査と申しますのは、いわゆる定性的に、方針、例えば、方針が決まったか、議会に条例提案しましたか、可決しましたかなど、そのような作業進捗状況を主に聞く内容として考えているところでございます。また、それに付随して、条例案の内容等についても照会させていただくことがあろうというように思っております。

　それから、ここに書いていなくて、私が最後に口頭でご説明しましたのは、実際に給与水準の引き下げが行われているのかどうかということを確認する、やはり調査というものは必要になるだろうという問題意識を持っているわけでございまして、いわゆるラスパイレス指数の通常調査でいきますと、25年４月１日になるわけでございますが、年度のどこかの時点で、その額を把握するための標準的な調査というものを行う必要があるのではないか、そのような問題意識を持っているところでございます。それを現在検討しているというところでございます。

F県　F県人事課の○○と申します。数点お聞かせいただきたいと思います。

　まず、はじめに、独法さんについては、減額は、要請はしているけれども、その取扱いは後日知らせるという話もありましたけれども、そのあたりは、各自ではなくて、実施状況がもし分かれば、それも教えていただきたいというのが１点です。

　それと、一部事務組合に対しては、それについてどのように考えているのかというのを教えていただきたいと思います。

　それと、今さらながらなのですけれども、大臣の書簡等で、地方公務員の給与が高いからではないということを、先ほど副大臣からもお話があったと思いますけれども、一定の（不明）。ラス自体は、私どもは人事院勧告に基づいて、（不明）と思ってはいるのですけれども、そのあたりの整合を、恐らく今後、組合交渉を行ううえで、国側からの、そのあたりの考え方を、国はどのように考えているのか（不明）ますので、そのあたりの国の考え方も教えていただければと思います。

　それともう１点、実は、このF県の場合、一般職で３％から15％の支給カットをやっています。それをやるに当たって、組合交渉等でかなり苦労したのですけれども、そのときに、人勧に基づかないカットは本来あるべきではないからというようなことを言われたのですけれども、国が今回、臨時特例ということで、25年度限りということが書かれておりますけれども、本当に25年度限りということで、不退転の決意で、国は特例と考えているのかどうか、まあ、難しいこともあろうかと思いますけれども、そのあたりの４点の考え方をお聞かせていただければと思います。

総務省　４点のご質問があったのですけれども、１点めは、国の独法の実施状況の情報でございます。すぐには、私どもは把握いたしておりませんで、確認のうえ、対応させていただきたいというように思います。

　それから、２点目、一部事務組合でございますが、基本的には、私ども地方公務員全体に対する抑制でございます。地方公共団体である一部事務組合についても、当然対象になるだろうというように考えております。

　それから、３点目の、高いから安くするのではないと言いつつ、ラス比較をしているではないかという趣旨のご質問ではないかと思いますけれども、大臣の書簡のほうを見ていただければ、確かに、公務員の給料が高いから。これは従来、一方的に、地方公務員の給料が高いので、ある程度交付税を減らすなど、そのような議論があったわけでございますけれども、そのような趣旨として今回やるのではなくて、日本の再生に向けて、国と地方が一丸となって取り組んでいく、そして、25年度に限って緊急にお願いをする。

　その趣旨は、先ほど来申し上げましたとおり、東日本大震災の復興の中で、減災・防災対策をやる、それから、景気低迷の中で地域の活性化にその財を振り向けるということ、そして、消費税引き上げというものが控えている中で、公務員としても、それに向けて取り組むべく姿勢を示すことは重要である、この点でご説明をさせていただいておりますので、その部分のご理解をお願いしたいというように考えているところでございます。

　それから、今後の話でございますけれども、同じ大臣書簡のところに書いてございますけれども、今後、国・地方の公務員給与のあり方につきましては、地方の参画も得て検討したいという形で述べさせていただいておりますので、これはまた今後の話ということになってまいります。

　それから、人勧との関係のご質問がございました。人事院勧告はもちろん尊重すべきという政府の方針も、変更するわけはございませんけれども、これは国におきましても、臨時特例法という形で、厳しい財政状況の中で、震災復興の財源に対応するという趣旨で、臨時特例減額というのをされているところでございます。地方におきましても、今般の要請、それから、その今般の要請の趣旨に鑑みまして、各地方公共団体におきまして、条例改正で対応していただくというように考えております。

G県　G県自治振興課の○○といいます。２点ご質問させていただきます。

　そもそものような話で恐縮なのですが、このたびのラスパイレス指数について、国の減額後との比較を正式数値とされて、減額前との比較で出した数値を参考値という扱いにされた、その考え方について、総務省さんのお考えをお聞かせいただければと思います。

　それからもう１点は、本日、この会議には、都道府県市町村担当課も呼ばれてご説明を受けているわけですけれども、総務省さんとして、都道府県の市町村担当課が、どのような権限に基づいて県内の市町村にどのようなことを伝えるのか、そのあたり、要は、県として市町村に関与しようと思えば、何らかの法的根拠が必要で、そうでなければ単なる事実行為としての情報提供など、そのようなことにとどまるのかなと思いますけれども、どのような権限に基づいて、市町村担当課として、県内の市町村にどのようなことをすることを望んでおられるのか、そのあたりをお聞かせいただければと思います。

総務省　１点めでございますけれども、これは国の給料は実際に減額をされていて、実際に払われている国の給料が低い給料、減額後の給料でございますので、ラスパイレスの比較としては、何も考慮しなければ、今お示しさせていただいている、高い、跳ね上がったままのラスパイレス指数が、何の考慮もなく、通常のラスパイレス指数になるという、これは結果だろうというように思います。ただ、国が減額措置というものをとっておりますので、統計の連続性といいますか、減額措置がなかりせばどうだったのかというところを示す意味で、今回、参考値というものをお示しさせていただいたということでございます。実態としての国の給料はラスパイレス指数で反映される。実態としての国の給料と、地方団体の給料の実態の額というのは、ラスパイレス指数で反映されるということでございます。

　それと、２番めの市町村課の権限でございますけれども、基本的には、地方自治法上、私どもも助言をいたしているところでございますけれども、地方公務員法、それから地方自治法に基づく技術的助言という形で、今回、要請をさせていただいているところでございます。市にも、そのような意味では、技術的助言ということができると思っておりますし、それから、そもそも都道府県は、広域自治体として連絡調整事務というものがございますので、そのような権限のもとに、総務省、国からの要請につきまして、各地方公共団体に要請し、また技術的助言をしていただくということになろうかというように思っております。

H県　H県の市町村行政課の○○でございます。

　１点だけ確認をさせていただきたいのですが、今回、給与計画の具体的な取り組みの目安ということで、削減方法が示されたところなのですけれども、県内の市町村長のほうから、実際の給与削減の方法というものは各団体でお任せいただきたいという意見があるところでございます。具体的には、手当のカットを主とした総人件費の削減ということで、対応ができないかというようなお話をいただいているところですけれども、このような手法も認められるのかどうか、お伺いしたいと思います。

総務省　私どもとしては、今回の国に準じた措置ということでございますので、国のとっている措置等を今回ご説明させていただきました。これを基に、それに準じた対応ということをお願いしている。これは、手当、給料についてご説明いたしますので、これをお願いするということでございます。

　ただ、各団体において、違う方法をとるという場合も出てこようかというように思いますが、あくまでもその場合も、国と同等の措置を講じているということを、各団体が説明できるかどうかということなのです。これは、各団体に説明責任を負っていただく必要があるだろうというように考えております。

　すみません、少し、今のに少し補足いたしますけれども、各団体で説明責任を負っていただくということなのですが、あくまでも、先ほど来申し上げていますように、給与水準の引き下げであるということが説明できるということがポイントです。定数減でやりましたなど、そのようなことではできませんという話です。

　それから、給与適正化のための当然の措置というのがございます。各種手当の適正化や、あるいは昇格、昇給の適正化、これを是正したからといって、今回の取り組みに対応した対応だというようには言えないということです。

I県　I県の自治振興課でございます。

　先ほど、一部事務組合につきましても、対象といいますか、国と同様にということなのですけれども、実際に、その引き下げの算定などをしていくに当たりまして、基本的な考え方としまして、一組については、構成団体の水準でというのがあるかとは思うのですが、仮に構成団体が引き下げをしないという場合に、それでも総務省さんとしては、構成団体の水準ではなしに、国と同等の引き下げをしてくださいというのを求められるのかどうかというところをお聞かせください。

総務省　私どもは、地方公務員全体に対する要請でございますので、これは、一部事務組合の職員も地方公務員の中でございますので、これは、それぞれの構成団体を通じた具体的なお願いということになろうかと思いますけれども、対象にならないというわけではないということでございます。

　ただ、その場合、各構成団体そもそもが、この国の要請に対応しない、そこ自体がまず問題でございますので、まず各構成団体に対してしっかり私どもとしても説明をしていく、要請に協力するようにお願いしたい。そして、当然その構成団体で構成されている一部事務組合についても、同様の対応をお願いしたいということを説明することになろうかというように思っております。

J県　J県自治振興課の○○と申します。

　２点ほどご質問させていただきたいのですけれども、先ほど来お話が出ている、一部事務組合に関してなのですけれども、一部事務組合は、ご承知のとおり、ラスパイレス指数というところは、総務省ルートのほうでは計算していないというようなところで、各団体でラス指数を具体的に計算しているかどうかということは、把握はできてないのですけれども、もし、今回の要請も、地方全体への要請ということで、一部事務組合に関してはどうなのかというところがあるとしたら、それはもう一部事務組合は、ラスパイレス指数を測る必要があるのかどうか。要は、一部事務組合はラスパイレス指数を計算していないと思いますので、何をもって、国と同様の措置ということにわれわれがなったということに対して、一部事務組合のほうでも、ふだんはやってないのだけれども、ラス指数を少し測ってくださいというような説明になるのかということを教えてください。

　あと、その一部事務組合に対しては、構成、職員が非常に少ない団体もありまして、正規職員が１人や２人など、そのようなところであれば、ラス指数が特異な値になることも十分考えられると思うのですけれども、そのような場合の対応はいかにといようなところ。

　あと、大きく二つめとして、地方公共団体に関しては、行政委員会、執行機関の多元主義というところで、いろいろ、収容委員会や農業委員会など、そのような行政委員会があるのですけれども、その行政委員会の委員の報酬に関しては、その目安というのは、国家公務員の資料３の２の特別職給与法適用者の（３）非常勤の委員等の日当、上限額を9.77というのがあるのですけれども、これを目安と考えていいのかどうかという、その大きく２点をよろしくお願いいたします。

総務省　まず、一部事務組合につきましては、ラスパイレス指数で計算して実施するのかということでございますけれども、これは、資料２の一般の大原則といいますか、資料２の具体的取組の目安として書いてございます、Ａ、給料です。そういうのを含めてございますけれども、元々、ラスパイレス指数自体が一般職の行政職を代表とした比較でございまして、当然、それに含まれない職種や給料表適用者というのはあるわけです。それに対しまして、私どもとしては、まず一般行政職の人間の方々のラス比較をしたうえで、当該団体として必要となる引き下げ幅というものを決めたうえで、その指数の比較対象ではない各種の給料表、及び職種につきましては、その部内の均衡というものを考慮して対応をしていただきたいということをお願いしているわけでございます。一部事務組合の場合も、これは当てはまろうかと思っておりまして、恐らく親団体といいますか、構成団体の、もちろん複数あると思いますが、複数の取組状況のもとで、どのような均衡を求めていくのかということを、恐らく計算といいますか、均衡の中で、その水準というのを見出していくことになるだろうというように考えているところでございます。

　それから、２点めの行政委員会のところでございますけれども、行政委員会につきましては、地方は、国の特別職、あるいは非常勤と、内容について、必ずしも一致しているものでもないのではないかというように思っています。ただ、私どもは、臨時・非常勤の場合の取扱い、それから特別職の取扱いということは、あくまでも参考にしていただきながらというように考えておりますので、その特別委員会が、例えば、首長の給与の減額措置というのが、特別職として決まって、それに応じて、では、教育長はいくらなのか、監査委員はいくらなのかということは、自ずとそれぞれの団体でご判断いただいて、決まってくるべきものであるというように考えております。

C県　C県の市町村課です。たびたび恐縮でございます。

　交付税の関係でお尋ねしたいと思います。今回、交付税の関係で、いくらか■■措置をされることになるわけですが、例えば、給与の減額措置のほうですと、取組状況につきまして、随時調査し、公表されるというようなことが書かれておりますが、交付税の関係で、例えば、削減や、元気づくり事業費相当分につきまして、その相当分が、具体の予算に計上されているかというような、例えば、そのような、今回の措置がどのような形で実際にとり行われているかということに関する調査というようなものを、考えていらっしゃるのかどうかということをお尋ねしたいのですが。

総務省　はい。まず、その性格的に申しますと、交付税は当然一般財源ですので、使途を限定してお配りするというものではありませんが、このような趣旨で算定しているというものであります。それで、現在のところ、具体的に調査をいつやろうなど、そのような形で考えているということはございません。その辺の点は、今後、具体的に、地方団体の取り組みが具体化してきた段階で、その時点で検討はしたいと思います。現時点で、具体的なことは決定しておりません。

K県　K県市町村振興課です。

　初歩的な話で申し訳ないのですが、今回のボーナスの削減措置に関しまして、一般的に、地方公共団体は６月と12月にボーナスが支給をされているかと思いますが、今回のスケジュール、遅くとも７月からの施行で、最大限遅くなった場合の７月からの施行の団体が多くなると思いますが、その場合には、12月には、ボーナスのみを、国の12月のボーナス費を比較して、同等の措置をとられているかどうかということで考えてよろしいでしょうか。つまり、６月と12月を合算した措置を、12月に一気に取ることではないということで考えてよろしいでしょうか。

総務省　お見込のとおりです。

L市　L市の労務課です。１点確認と、お願いが１点あります。

　確認なのですが、資料２の部分なのですけれども、２の（２）の具体的取組の目安というところなのですが、給料の部分でいいますと、例えばラスパイレス指数を見て、参考値との差を引き下げなさいというお話があったのですが、人員構成等があって、なかなか100にするというのは、100といいますか、参考値との差を埋めるというのは難しいかと思うのですが、その辺のところの問題や、あと、期末手当について、国に準じて9.77％減額ということなのですが、これは、国の、一昨年前の勧告率の0.23％を考慮した数字かと思いますが、その辺のところというのは、それぞれ自治体ごとに裁量の余地というように考えてよろしいのでしょうか、というのが１点です。

　あと、取組状況の調査のところで、先ほども少しご説明があって、ラスパイレス指数の数値を、４月以内の段階でというお話があったのですが、たしか、来年度は指定統計の年かと思いますので、その辺のところも考慮していただければと思います。

　以上、２点です。

総務省　ラスパイレス指数の点でございますけれども、これは、今、公表されているラスで、平成24年４月１日現在の指数と参考値との間の、その差で取り組みをお願いしているということでございまして、それに各自治体のところの、独自の給与カットの改廃などがあれば、あるいは独自の制度改正などもあるかもしれませんけれども、それがあれば、それもここで加味しながら、最終的には、国と、25年度の７月、遅くても７月移行、国と同様の措置が取られているというところに持っていっていただきたいということでございます。

　ただ、当然、24年４月１日のラスを使っておりますので、最終的に比較したときに誤差が出てくるのではないか、職員構成から出てくるのではないかというようなご指摘ではないかと思います。

　まず、この国家公務員のほうにつきましては、人員構成がそう大きく一年ごとに変動するというような制度改正なり、あるいは給料の状況なりというのがあるわけではございません。したがいまして、25年につきまして、国家公務員の構成なり、その水準というのが大きく変わっているわけではないということが一つ。

　あとは、地方側が、当該団体が独自の給与カットが変わっている、あるいは、運用状態がどうなっているかということを見込んで、必要な減額というものを考えていただくということになろうかというように思います。

　ただ、その場合は、最終的に、その調査を取ってみた場合に、多少、誤差といいますか、そのようなものがあるのではないかということはあるかもしれませんが、誤差として、それが説明できるのであれば、その説明していただくということになるのではないかと、そのように思っております。基本的には、その差について取り組みを行っていただきたいという、基本的な考え方は変わってございません。

　２点めは何ですか。

L市　期末勤勉の減額が9.77％なのですが、これは、国の勧告率の0.23ということなのですか。

総務省　はい。これは、国のほうは9.77、これは端数が付いておりますのは、給料の、23年の人事院の給与引き下げ勧告、これを取り込んで、給料をまず0.23％引き下げて、そのうえで、9.77掛けて、トータルで10％の減にするという考え方のものでございます。当然、国に準じた9.77％の減を基本とするということは、国並みの給与改定が、0.23％給与改定がされている場合に9.77％、それで、支給月数が国と同様という場合に9.77％ということになるわけでございますので、これと同等の取り組みをお願いしたいということでございます。裁量権ということの、その裁量という趣旨が、その趣旨が分かりませんが、とにかく国と同等のものとして評価されるような取り組みであるかどうかが大事なのであって、仮に、例えば、当該団体が、マイナスの改定を23年度やっていないということになるのであれば、当然10％という形でしないと、国と同等の取り組みにはならないという考えです。

　もう１点、指定統計の年なので配慮いただきたいということでございますけれども、私どもは、その作業的なボリュームというのは十分認識しておりますので、今後、調査を行う際にも、補充的な調査を仮に行うというようになった場合にも、なるべくご負担を掛けないような形での配慮というのはしたいというように考えております。

M市　M市の給与課でございますが、１点、今回、資料３の一番下のその他の部分でございますが、特例法の（不明）改正は一切されずに（不明）。

　それから、先ほど来、地方の裁量部分につきましては、ラスのみの数値のみではないと。その場合は、基本的には、各自治体で、それぞれ■■という説明だと思っていますので。この資料３のその他のところ、地方公務員法、この法律の趣旨と。この地方公務員法の中には、人事委員会の勧告も当然含まれていると。本市の場合は、この間、国の勧告の４倍以上、かなり、他の自治体よりも突出した取り組みをやっておりまして、その実額としまして、手当を含めた年収も相当程度下がっているという、このような説明を従来させていただきながら、市民の皆さんにも十分にご理解いただいているということでございましたので、その辺の取り組みを、今後の今回のご要請の対応というところで、引き続きできるものと理解しておりますが、その点、どうでしょう。

総務省　まず、基本的には水準の問題なのです。ラスの数字のみではないというように理解しているということでございましたけれども、基本的には、参考値と、それからラス指数の間が上がっている部分というのは、今回の国の減額となって、反射的に、相対的に上がっている部分なので、それに対する水準の引き下げということをお願いしたいということでございます。したがいまして、過去どうやったかなどということは関係なくて、その当該団体における、現時点での水準の比較というもので、対応をお願いしたいということをお願いするものでございます。

　それから、地方公務員法、法律関係の話でございますけれども、これは、特例法の中でも、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえて、自主的かつ適切に対応を要請する、この枠内で私どもは要請を出しているところでございますが、大きく異なりますのは、やはり、閣議決定で、国に準じた取り組みというのも、各地方団体に措置していただくように要請するという、これは、前政権のときの閣議決定とは違う閣議決定がなされている要請になったわけでございますので、その部分につきましては、政府としては、そのような姿勢であるということについては十分ご理解いただきたいというように思っております。

N県　すみません、N県府の市町村課です。

　これまでN県では、人事院勧告を基本としまして、地方公務員法上の均衡の原則、情勢適応の原則に鑑みて、実際の給与の構築を図ってくださいということで、市町村のほうにはお願いしてきたところなのですけれども、今回の総務大臣からの給与削減、国に準じた削減の要請は、この地方公務員法の均衡の原則及び情勢適応の原則からしても、実施する必要があるのかということをお伺いしたいのですけれども。

総務省　私ども、今回、先ほど来ありますように、地方公務員法、それから国家公務員の給与減額の臨時特例法の付則の法律の中において、今回、政府として要請をしているというところでございます。当然、地方公務員法の均衡の原則がございますし、その均衡の原則の中には、国家公務員の給与も考慮事項として入っているというところでございます。そのうえで、現時点において、国家公務員の給与と地方公務員の給与の水準が、参考値とラスパイレス指数の関係でいいますと大きくかい離しているという状況もございますので、そのようなことを併せて、各団体に取り組みをお願いしていきたいというように考えている、このようなことでございます。その点につきましては、地方公務員法、あるいは均衡原則、それから情勢適応の原則というものにかなっているのではないかというように考えています。

O県　O県の人事課です。

　先ほど、ラスの指数の算定の関係で、指定職が含まれていない理由というのを教えていただきましたけれども、地域手当につきましても、以前、給与構造改革前の調整手当については、地域の物価水準を踏まえた手当というように認識しているのですけれども、給与構造改革に伴いまして、地域の賃金の水準等を踏まえた手当というように私ども理解しておりまして、そうなりますと、それも含めたラス比較も必要なのではないかというようにも考えているのですけれども、その点について確認させていただきたいと思います。

三橋　ラスパイレス指数、これは統計的には、基本給でやるということに従来からなってきておりますので、ラスパイレス指数自体は、この形で比較をし、お示しをし、基本給自体をまさに比較するという状況のもとで、皆様までお願いしているということでございます。地域手当は、先ほど質問者のご指摘にもありましたとおり、当該公務員の勤続している官署の物価水準や、地域の民間企業の状況に応じて、制度的には分離して、当該物価水準、あるいは民間事業者の、その賃金水準の高い地域の官署に勤務する者に適用されているものですので、一般的な地方公務員の給与比較にはなじむものではないというように考えているところでございます。

P県　P県の人事課です。

　資料５で、地域元気づくり推進費の算定の関係で、確認とお願いがございます。職員数の削減部分なのですが、削減に当たっては、データ、定員管理調査の数値を基にするというご説明をいただきましたが、この場合については、企業職員なども含めるかというのが１点です。

　それで、お願い部分なのですが、仮に含める場合においては、企業部分については（不明）まして、企業経営の部分で、職員数が、■■が非常に■■な場合については職員数を増やしたりということもありえますので、取扱いについては一般行政部門と同様にするのではなくて、慎重に取扱っていただけないかというところがお願いです。

総務省　職員数の取り方ですけれども、定員管理調査を基にしますので、基本的には、公営企業部分も含めて考えています。人件費削減というのは、トータルの人件費をどのように削減するかという努力ということにもなりますし、集中改革プランで各地方団体にお願いした際も、総人件費の削減に向けた取り組みということでお願いをした経緯もありますので、職員数については、定員管理調査と同じベースで、その数字を使うということで考えています。

Q県　Q県の市町村課でございます。

　１点だけ確認させていただきたいと思いますけれども、先ほど、○県さんのご質問で、市町村に対して、都道府県は、どのような権限に基づいて何を伝えるのかということに関しましてはお答えをいただいたところで、地方自治法上、地方公務員法上の技術的助言、あるいは広域的連絡調整として市町村に要請し、技術的助言をしていったらどうかというお答えをいただいたところなのですけれども、それは、この総務大臣通知などを見ますと、都道府県に対しては、この都道府県への要請内容を、市町村に対して併せて周知するようにお願いするという表現になっておりますが、これは、この通知というのは、都道府県から市町村に対して、国に準じた取扱いを要請することを要請するものというように理解、（不明）、都道府県のほうから改めて要請する形で、市町村に対して要請されているというように理解していいのかどうか、ご説明いただければと思います。

総務省　私ども、国として、各地方団体に対して要請をして、大臣が直接、各市町村まで書簡を発して要請しているわけでございますけれども、これは、知事につきましても、私どもは市町村に対してこの通知を周知していただくよう要請していますので、それに沿った取り組みというものをしていただきたいというように思っております。

R県　R県の市町村課でございます。質問ではなくて、要請です。

　お願いなのですけれども、総務省さんから、期末手当のほうの考え方が国と同等に評価されるような取り組みということで、いろいろご説明があったと思うのですけれども、それについて、資料２の２ページのような、絵といいますか、基本的な考え方というところで、モデルケースを作ってお示しいただければと思うのですけれども、お願いです。

総務省　なかなか、実は各地方団体において、減額したものをそのまま減額後の状態で期末勤勉手当に反映させている団体もあれば、マジョリティは、給与の減額があっても本来給与で期末勤勉手当を算定している団体のほうがマジョリティではないかと思いますけれども、そのような状態でバラバラなので、少し一概になかなか示しえないなということもあったわけなのですが、ご指摘の趣旨は分かりましたので、絵になるかどうかを含めて、何か、どのような考え方ということをもう少し詳しく説明、整理して、お示しするというのは検討したいというように思います。

S県　S県の人事課です。

　１点、お尋ねしたいのですけれども、７月に給与減額したあと、８月にも人事院なり、人事委員会の勧告がありますので、勧告が実施されれば、そこでまた数字に差が出るということが考えられるのですけれども、その後の取扱いの見通しについて、教えていただきたいと思います。

総務省　恐らく夏以降の人事院勧告や人事委員会の勧告のことをお話しされていると思いますけれども、今、私どもがお願いしておりますのは、現時点において、国家公務員と地方公務員とのラスパイレス指数と参考値の差について取り組みをお願いして、それを７月までにというようにお願いしておりますので、その後の、夏以降の話というのは、今回の射程外になるというように考えております。だから、あくまでその取り組みをしていただく。これは国家公務員も同様の状態であるというように思います。

T市　T市ですけれども、一つ確認です。

　独自カットをしている、してないで、取扱いが若干違うと思うのですけれども、独自カットなしの場合に、その参考値との差を埋めるということで、ラスパイレスが100を超えていても、その差を埋めればいいというようにお聞きしたのですが、独自カットをもうすでにやっている場合に、そのカットの影響のリスクというものをどのように考えたらいいかということです。ちなみに、T市の場合、試算ですけれども、大体8.9ぐらいあるのかなというように考えているのですが、それで、（不明）そこはもう、給料部分については（不明）させていただいてよろしいかということ。

　あと１点、期末勤勉手当のところでいいますと、額による取り組みができないのかと思っているのですが。というのは、給与減額は７月からというようなことになりますので、独自カットをしているところは、（不明）していることになりますので、その辺との関係というのが説明（不明）、２点お願いします。

総務省　独自カットをしている、そのカット率が問題となるのではないのですね。あくまで独自カットした場合でも、そのカット後の姿が、そのカットの時点がいつの時点で、どこまで継続しているものかというのはありますけれども、カットの時点でT市さんは103点いくらですね、パーセントだと思います。それで、この資料２のポンチ、T市さんのほうはパターン２のようなパターンだと思いますので、それを100になる水準まで、ラスパイレス指数で、あと、３、カット後、103で合っていますね。現時点において、参考値はさらにこれを下回っているので、100になるところは、カットを、減額の措置をしないと100という均衡点に達しないという、そのようなことでございますので、その点はご理解をいただきたいというように思っております。

　それから、ボーナスについて、額的な処理はできないのかということでございますけれども、これは先ほど来申し上げておりますとおり、期末勤勉手当について、独自カットで減額をしている団体も、やり方や、やっている内容は非常にまちまちでございますので、額の問題、水準の問題という中で、どのようなことをやっていくのか、まさに当該職員に対する支給の額、支給水準はどうなのかということになると思いますので、それは個別の、ご相談をさせていただきたいというように思っております。

司会　本日は、お忙しいところご参集いただき、また会議の円滑な進行にご協力いただきまして、ありがとうございました。ぜひお気をつけてお帰りください。
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